
産業政策課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成１６年１２月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年１２月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県庁産業労働部だより発行事務 （ １枚中 １枚）

メールアドレスの提供を受けた秋田にゆかりのある企業関係者を中心

個人情報取扱事務の目的 に、産業労働部の施策情報等をメールマガジンとして発行する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 企業関係者

個人情報の対象者 企業関係者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（メールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：業務用パソコン ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 メールアドレス管理台帳（電子ファイル）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 中小企業等協同組合設立認可事務 （ １枚中 １枚）

中小企業等協同組合の設立認可にあたって、役員名簿の提出を受けてい

個人情報取扱事務の目的 る。

（根拠法令等） 中小企業等協同組合法第２７条の２

中小企業等協同組合法施行規則第５７条

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協同組合の役員、設立同意者

個人情報の対象者 協同組合の役員、設立同意者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 中小企業等協同組合設立認可書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 中小企業等協同組合役員変更事務 （ １枚中 １枚）

中小企業等協同組合の役員変更において、役員名簿の提出を受けている。

個人情報取扱事務の目的 中小企業等協同組合法第３５条の２

（根拠法令等） 中小企業等協同組合法施行規則第６１条

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 中小企業等協同組合の役員

個人情報の対象者 中小企業等協同組合の役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 中小企業等協同組合役員変更届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 中小企業団体中央会役員変更事務 （ １枚中 １枚）

中小企業団体中央会の役員変更において、役員名簿の提出を受けている。

個人情報取扱事務の目的 中小企業等協同組合法第３５条の２

（根拠法令等） 中小企業等協同組合法第８２条の８

中小企業等協同組合法施行規則第６１条

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 中小企業団体中央会の役員

個人情報の対象者 中小企業団体中央会の役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 中小企業団体中央会役員変更届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県信用保証協会役員任免事務 （ １枚中 １枚）

秋田県信用保証協会の役員を任免すること。

個人情報取扱事務の目的 （信用保証協会法第１１条、秋田県信用保証協会定款第１１条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 役員

個人情報の対象者 役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県信用保証協会役員名簿、役員就任承諾書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田産業サポータークラブ事務 （ １枚中 １枚）

秋田ゆかりの首都圏産業人等に本県産業を応援してもらうための組織を

個人情報取扱事務の目的 設置・運営する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 サポータークラブの趣旨に賛同した会員

個人情報の対象者 サポータークラブの趣旨に賛同した会員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（メールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：美の国秋田 HP(一部のみ) ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田産業サポータークラブ会員リスト

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ７月 １日

個人情報取扱事務の名称 設備近代化資金貸付事務 （ ２枚中 １枚）

中小企業の近代化を促進するため、中小企業者の設備の近代化に必要な

個人情報取扱事務の目的 資金の貸付を行う。

（根拠法令等） (旧中小企業近代化入資金等助成法、秋田県中小企業設備近代化資金貸

付要綱)

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受申請者、延滞借受者その家族、連帯保証人

個人情報の対象者 設備近代化資金借受申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 ■（当該借受金）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（システム名：中小企業近代化助成資金債権管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 設備近代化資金借受申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ７月 １日

個人情報取扱事務の名称 設備近代化資金貸付事務 （ ２枚中 ２枚）

中小企業の近代化を促進するため、中小企業者の設備の近代化に必要な

個人情報取扱事務の目的 資金の貸付を行う。

（根拠法令等） (旧中小企業近代化入資金等助成法、秋田県中小企業設備近代化資金貸

付要綱)

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受申請者、延滞借受者その家族、連帯保証人

個人情報の対象者 延滞借受者その家族、連帯保証人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 ■ 公的扶助 ■（当該借受金）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（システム名：中小企業近代化助成資金債権管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 設備近代化資金借受申請書、貸付台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ７月 １日

個人情報取扱事務の名称 中小企業高度化資金貸付事務 （ ２枚中 １枚）

中小企業構造の高度化の促進に必要な資金の貸付を行うことにより、中小企業の振

個人情報取扱事務の目的 興に寄与する。（本事業は（独）中小企業基盤整備機構との協調のもと実施するた

（根拠法令等） め同機構へ必要に応じて情報提供をする。なお、診断業務を（一社）秋田県中小企

業診断協会が実施していることから同協会へ必要に応じて情報提供を行う。）

((独)中小企業基盤整備機構法、秋田県中小企業高度化資金貸付要綱)

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受申請者、延滞借受者その家族、連帯保証人

個人情報の対象者 中小企業高度化資金借受申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 ■（当該借受金）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（システム名：中小企業近代化助成資金債権管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 中小企業高度化事業実施計画書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ７月 １日

個人情報取扱事務の名称 中小企業高度化資金貸付事務 （ ２枚中 ２枚）

中小企業構造の高度化の促進に必要な資金の貸付を行うことにより、中小企業の振

個人情報取扱事務の目的 興に寄与する。（本事業は（独）中小企業基盤整備機構との協調のもと実施するた

（根拠法令等） め同機構へ必要に応じて情報提供をする。なお、診断業務を（一社）秋田県中小企

業診断協会が実施していることから同協会へ必要に応じて情報提供を行う。）

((独)中小企業基盤整備機構法、秋田県中小企業高度化資金貸付要綱)

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受申請者、延滞借受者その家族、連帯保証人

個人情報の対象者 延滞借受者その家族、連帯保証人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 ■ 公的扶助 ■（当該借受金）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（システム名：中小企業近代化助成資金債権管理システム）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 中小企業高度化事業実施計画書、貸付台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成２０年 ９月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 企業訪問記録管理事務 （ １枚中 １枚）

企業訪問活動を通じ企業の業況や企業ニーズを把握し、産業振興に係る地域課題の

個人情報取扱事務の目的 解決策に結びつけるとともに、経営支援等の個別課題については、（公財）あきた

（根拠法令等） 企業活性化センターに情報提供を行い、経営支援につなげていく。このため、同セ

ンターの企業データベースの活用による企業訪問記録の一元管理を行う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局総務企画部

個人情報の対象者の区分 企業関係者

個人情報の対象者 企業関係者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第１号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：業務用パソコン ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：企業管理システム ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 相談カード（企業情報）（電子ファイル）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 商工団体組織活動強化費補助金交付事務 （ １枚中 １枚）

商工団体組織活動強化費補助金に関する申請及び実績報告に際し、人

個人情報取扱事務の目的 件費調書の添付を求め、徴求している。

（根拠法令等） 商工団体組織活動強化費補助金交付要領第７条、第１１条、秋田県財

務規則第２４７条、第２５５条

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 商工会議所、商工会、商工会連合会、中小企業団体中央会の職員

個人情報の対象者 商工会議所、商工会、商工会連合会、中小企業団体中央会の職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書及び補助事業実績報告書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 商工団体組織活動強化費補助金補助対象職員変更承認等事務

（ １枚中 １枚）

補助対象職員としての要件を審査するため、変更承認申請書に履歴書の

個人情報取扱事務の目的 添付を求めている。

（根拠法令等） 商工団体組織活動強化費補助金交付要領第９条

秋田県財務規則第２６２条

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 商工会議所、商工会、商工会連合会、中小企業団体中央会の職員

個人情報の対象者 商工会議所、商工会、商工会連合会、中小企業団体中央会の職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 ■ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助対象職員変更承認申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 産業政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」における事業承

継税制・金融支援の認定・報告事務 （ ２枚中 １枚）

事業承継に伴う税負担の軽減や資金調達を支援するため、事業承継税制

個人情報取扱事務の目的 ・金融支援における認定事務及び認定後の報告確認事務等を行う。

（根拠法令等） （中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 認定・報告申請者、認定・報告申請者その家族、認定・報告申請者その

役員・従業員

個人情報の対象者 認定・報告申請者、認定・報告申請者その家族

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 産業政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」における事業承

継税制・金融支援の認定・報告事務 （ ２枚中 ２枚）

事業承継に伴う税負担の軽減や資金調達を支援するため、事業承継税制

個人情報取扱事務の目的 ・金融支援における認定事務及び認定後の報告確認事務等を行う。

（根拠法令等） （中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 認定・報告申請者、認定・報告申請者その家族、認定・報告申請者その

役員・従業員

個人情報の対象者 認定・報告申請者その役員・従業員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業政策課組織の名称

登録年月日 ３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 ３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 小規模企業者元気づくり事業費補助金交付事務（１枚中１枚）

商工団体等から提出される補助金交付申請及び実績報告書に、小規模企

個人情報取扱事務の目的 業者の決算書類等の添付を求めている。

（根拠法令等） ・補助金交付申請（秋田県財務規則第247条、小規模企業者元気づくり事業費補助金交付要領第５条）

・補助金実績報告(秋田県財務規則第255条、小規模企業者元気づくり事業費補助金交付要領第14条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 小規模企業者

個人情報の対象者 小規模企業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：Excel,Word,一太郎）
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書、補助事業実績報告書

されている主な

行政文書の名称



産業政策課デジタルイノベーション戦略室



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２０年８月２２日 開始(変更)年月日 平成２０年８月２２日

個人情報取扱事務の名称 あきた組込み技術研究会会員管理事務 （１枚中１枚）

会員企業の販路拡大、競争力強化につながる技術向上等に資する情

報を提供する。個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 あきた組込み技術研究会会員

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 あきた組込み技術研究会会員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２４年４月１３日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 情報産業活性化事業費補助金事務 （ １枚中 １枚）

情報関連産業の活性化のため、情報関連産業事業者の販路拡大及びコ

個人情報取扱事務の目的 ミュニティ等の活動に要する経費に対して補助する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：一人１台パソコン

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２４年６月２９日 開始(変更)年月日 平成２４年６月２９日

（ ）個人情報取扱事務の名称 アキタＩＴ・コンテンツネットワーク会員管理事務 １枚中１枚

会員企業の販路拡大、競争力強化につながる技術向上等に資する情

報を提供する。個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 アキタＩＴ・コンテンツネットワーク会員

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 アキタＩＴ・コンテンツネットワーク会員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２７年２月２５日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 情報関連産業商品開発支援事業費補助金事務 （ １枚中 １枚）

情報関連産業の活性化のため、情報関連産業事業者が行う商品開発に

個人情報取扱事務の目的 要する経費に対して補助する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２７年２月２５日 開始(変更)年月日 平成２７年３月２日

個人情報取扱事務の名称 情報関連認証取得支援事業費補助金事務 （ １枚中 １枚）

情報関連産業の振興のため、県内情報関連産業事業者のプライバシー

個人情報取扱事務の目的 マークの認証取得に要する経費に対して補助する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２７年１０月２０日 開始(変更)年月日 平成２７年１０月２０日

個人情報取扱事務の名称 情報関連産業立地促進事業費補助金事務 （ １枚中 １枚）

情報関連産業の振興のため、新規立地及び事業拡大する県内情報関連

個人情報取扱事務の目的 事業者の人材育成費等に対して補助する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年３月３１日 開始(変更)年月日 平成２８年３月３１日

個人情報取扱事務の名称 データビジネス拠点化促進事業受講者管理事務 （ １枚中 １枚）

情報関連産業の振興のため、データ分析者養成研修を実施する。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 研修受講者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受講申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 情報関連高度技術者養成事業受講者管理事務 （ １枚中 １枚）

情報関連産業の振興のため、プロジェクトマネージャ養成研修を実施

個人情報取扱事務の目的 する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 研修受講者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受講申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２９年７月１０日 開始(変更)年月日 平成２９年７月１０日

個人情報取扱事務の名称 ＩＴ最先端動向セミナー受講者管理事務 （ １枚中 １枚）

情報関連産業の振興のため、最新のＩＴ技術分野に関するセミナーを

個人情報取扱事務の目的 実施する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 セミナー受講者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受講申込書

されている主な

行政文書の名称



- 10 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年４月２日 開始(変更)年月日 平成３０年４月２日

個人情報取扱事務の名称 ＩｏＴ等先進技術導入セミナー受講者管理事務 （ １枚中 １枚）

ＩｏＴやＡＩ等の先進技術を活用した県内企業の生産性向上を図るた

個人情報取扱事務の目的 め、先進技術に関するセミナーを実施する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 セミナー受講者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 聴講者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年４月２日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 ＩｏＴ技術体験研修会受講者管理事務 （ １枚中 １枚）

ＩｏＴ導入に不可欠な基礎的技術を体得してもらうため、ＩｏＴ技術

個人情報取扱事務の目的 体験研修会を実施する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 研修会受講者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 研修参加申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年４月２日 開始(変更)年月日 平成３０年４月２日

個人情報取扱事務の名称 ＩｏＴ診断管理事務 （ １枚中 １枚）

ＩｏＴ導入に向けた企業からの相談に対し、県内のＩＴコーディネー

個人情報取扱事務の目的 ター等から適正なものを選定し、現地訪問を行い、ＩｏＴ等の導入方法

（根拠法令等） を提案する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ＩｏＴ診断希望者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ＩｏＴ診断申込書

されている主な

行政文書の名称



- 13 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年４月２日 開始(変更)年月日 平成３０年４月２日

個人情報取扱事務の名称 ＩｏＴ等先進技術導入実証事業管理事務 （ １枚中 １枚）

ＩｏＴ、ＡＩ等先進技術の導入を促進するため、県内企業のモデルと

個人情報取扱事務の目的 なる取組に必要な経費を補助し、導入にあたっての課題解決手法や導入

（根拠法令等） 効果等を検証する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年５月２日 開始(変更)年月日 平成３０年５月２日

個人情報取扱事務の名称 製造業・サービス業部会入会者管理事務 （ １枚中 １枚）

ＩｏＴやＡＩ等の先進技術を活用した県内製造業・サービス業 の生者

産性向上や新製品・新サービスの創出による産業振興を図るため、セ個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） 。ミナー・研修会等の開催や各種情報発信等を行う

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 入会申込者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 入会申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年４月２日 開始(変更)年月日 平成３０年４月２日

個人情報取扱事務の名称 未来のＩＣＴスペシャリスト育成事業管理事務 （ １枚中 １枚）

プログラミング等のＩＣＴに興味がある県内高校生等 対象に、ＡＩを

個人情報取扱事務の目的 やロボット等ＩＣＴの最先端分野に関する特別ゼミを 。実施する

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 特別ゼミ参加者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年４月２日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 情報関連産業レベルアップ支援事業費補助金事務 １枚中 １枚

県内情報関連事業者の積極的な新技術対応や高度なスキル習得を促進

個人情報取扱事務の目的 するため、最新の情報・技術の習得に要する費用の一部を補助する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年４月２日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 未来を創るＩＣＴ強化事業管理事務 （ １枚中 １枚）

ＩＣＴに精通した職員を首都圏及び東北に配置し、首都圏・東海・新

個人情報取扱事務の目的 潟・東北管内の大学の理系学部や研究室を訪問し、県内ＩＣＴ企業のＰ

（根拠法令等） Ｒを行い、本県出身学生等の県内就職を促進するとともに、首都圏のＩ

ＣＴ企業等から業界の最新情報やマーケット動向の情報を収集し、県内

企業に提供する 。。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 訪問時に取得した学生や企業の社員

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 訪問記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年４月２日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 県内ＩＣＴ人材定着事業管理事務 （ １枚中 １枚）

県主催の県内大学等での企業紹介イベントにおいて、ＩＣＴ企業の

ブースを設けて、企業の魅力をＰＲすることにより、大学生に就職を個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） 。促進する

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 イベント参加者、ブース訪問者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加申込書

されている主な

行政文書の名称



- 19 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年６月１日 開始(変更)年月日 平成３０年６月１日

個人情報取扱事務の名称 地域におけるＩｏＴの学び推進事業管理事務 （ １枚中 １枚）

国の実証事業を活用して、地域ＩＣＴクラブを設立し、地元ＩＣＴ

個人情報取扱事務の目的 。企業の職員が指導者となって、各地域の高校生等を指導する

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ＩＣＴクラブ参加者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年６月１日 開始(変更)年月日 平成３０年６月１日

個人情報取扱事務の名称 デジタルイノベーション戦略普及啓発事業管理事務 （１枚中１枚）

第４次産業革命等の振興による、新たな技術や産業、社会の動向につ

個人情報取扱事務の目的 いて広く県民への周知を図り、幅広くＩＣＴの活用や導入の必要性につ

（根拠法令等） いて 。理解を促進する

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 セミナー参加者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年４月２日 開始(変更)年月日 平成３０年４月２日

個人情報取扱事務の名称 次世代農業機器研究会管理事務 （１枚中１枚）

セミナー等を開催し、会員相互の情報収集・交換を行い、具体的な製

個人情報取扱事務の目的 品開発等に向けた取組を推進する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 セミナー参加者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 ＩｏＴ等先進技術横展開事業管理事務 （１枚中１枚）

ＩｏＴ等先進技術導入実証事業を活用して構築されたモデルとなる取

個人情報取扱事務の目的 組について、県内企業への導入促進を図るため、ワーキンググループを

（根拠法令等） 設置する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ワーキンググループ参加者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 情報化推進ワーキンググループ管理事務 （１枚中１枚）

ＩＣＴツールの導入・活用による生産性向上や新商品・サービスの創

個人情報取扱事務の目的 出に向け、支援機関等による支援体制と、実効的に機能する体制を構築

（根拠法令等） するためワーキンググループを設置する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ワーキンググループ参加者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 企業支援機関等ＩＣＴスキルアップ事業管理事務 （１枚中１枚）

県内中小企業・小規模事業者の情報化の促進のため、企業現場で経営

個人情報取扱事務の目的 課題に対応する経営指導員等のＩＣＴスキルアップを図る研修を実施す

（根拠法令等） る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 研修参加者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 県内産業情報化アクションプログラム事業管理事務 （１枚中１枚）

県内産業の情報化促進と県内ＩＣＴ企業の強化に向け、県内企業にお

個人情報取扱事務の目的 けるＩＣＴやＩｏＴ等情報技術の利活用状況、情報化の課題や情報サー

（根拠法令等） ビス・行政施策に対する要望等を把握するためのアンケート調査を実施

する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 アンケート対象者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 アンケート回答票

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和２年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 ＩＣＴ人材確保・育成ワーキンググループ管理事務 （１枚中１枚）

県内のＩＣＴ人材不足が逼迫する中、ＩＣＴ人材の確保・育成を図る

個人情報取扱事務の目的 ため、関係する県内機関・企業等がＩＣＴ人材に関する様々な状況や各

（根拠法令等） 機関等の取組、課題、対応方法等について情報交換・協議し、連携した

取組を行う体制を構築するためワーキンググループを設置する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ワーキンググループ参加者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 参加申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和２年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 製造業向けＩｏＴ導入実践事業管理事務 （ １枚中 １枚）

県内製造業へのＩｏＴ、ＡＩ等先進技術の導入を促進するため、自ら

個人情報取扱事務の目的 構築したシステムにより成果を上げている企業等により、県内製造業が

（根拠法令等） コンサル等を受けながら実践トライアルを行い、ＩｏＴ等の利活用及び

実装につなげる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者、委託事業者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書、企画提案競技参加資格確認申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した
デジタルイノベーション戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和２年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ実証ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ形成事業参加者管理事務 （１枚中１枚）

ＡＩ・ＩｏＴ・ＶＲ等の先進技術サービスを活用し、新たなビジネス

個人情報取扱事務の目的 モデルの創出や地域課題の解決を図ろうとする実証プロジェクトの形成

（根拠法令等） を支援する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を デジタルイノベーション戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 セミナー等の参加者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（メールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人１台パソコン）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 デジタルイノベーション実証プロジェクト形成事業参加者名簿

されている主な

行政文書の名称



地域産業振興課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 中小企業経営革新支援事務 １枚中１枚

中小企業者等の実施する経営革新計画を知事が承認し、関係機関が各

個人情報取扱事務の目的 種支援措置を講じて新たな事業への取組を促進する。

（根拠法令等） （中小企業等経営強化法、中小企業経営革新計画承認要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 承認申請者

個人情報の対象者 経営革新計画承認申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体・システム名

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 経営革新計画に係る承認申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 電気工事業者登録事務 （１枚中１枚）

電気工事業を営む者の業務の適正な実施を確保し、もって一般用電気

個人情報取扱事務の目的 工作物及び自家用電気工作物の保安の確保に資する。

（根拠法令等） （電気工事業の業務の適正化に関する法律第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局総務企画部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 電気工事業者登録申請者

個人情報の対象者 電気工事業者登録申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：電気工事業務管理システム

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 登録電気工事業者登録簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 電気工事士台帳管理事務 （１枚中１枚）

電気工事士免状の交付状況を適正に管理するため、台帳を整備する。

個人情報取扱事務の目的 （電気工事士法第４条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局総務企画部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 第一種電気工事士免状交付者

個人情報の対象者 第一種電気工事士免状交付者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：電気工事業務管理システム

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 電気工事士免状交付台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 電気工事士台帳管理事務 （１枚中１枚）

電気工事士免状の交付状況を適正に管理するため、台帳を整備する。

個人情報取扱事務の目的 （電気工事士法第４条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 第一種電気工事士免状交付者

個人情報の対象者 第一種電気工事士免状交付者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：電気工事業務管理システム

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 電気工事士免状交付台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 電気工事士台帳管理事務 （１枚中１枚）

電気工事士免状の交付状況を適正に管理するため、台帳を整備する。

個人情報取扱事務の目的 （電気工事士法第４条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 第二種電気工事士免状交付者

個人情報の対象者 第二種電気工事士免状交付者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：電気工事業務管理システム

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 電気工事士免状交付台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 電気工事士台帳管理事務 （１枚中１枚）

電気工事士免状の交付状況を適正に管理するため、台帳を整備する。

個人情報取扱事務の目的 （電気工事士法第４条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局総務企画部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 第二種電気工事士免状交付者

個人情報の対象者 第二種電気工事士免状交付者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：電気工事業務管理システム

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 電気工事士免状交付台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 １９年 ４月 ２日

個人情報取扱事務の名称 産業振興プラザ使用許可業務 （ １枚中 １枚）

創業・起業化や新たな事業分野への進出等を目指した意欲的な企業等に

個人情報取扱事務の目的 事務スペースを提供し、本県産業における新たな事業への取組を支援す

（根拠法令等） る。

（秋田県産業振興プラザ条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 使用許可申請書

個人情報の対象者 使用許可申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う ■ 有 事務の内容：創業支援室入居審査

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 申請書、事業計画書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２２年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 ものづくり中核企業育成集中支援事業（１枚中１枚）

独自技術や経営ノウハウを活かし成長分野産業での業績拡大が見込ま

個人情報取扱事務の目的 れる企業等に対して、既存支援制度も活用した総合的、集中的な支援を

（根拠法令等） 行うことにより、中核企業を育成することを目指す （地域産業振興課。

関係補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ものづくり中核企業育成集中支援事業申請者

個人情報の対象者 ものづくり中核企業育成集中支援事業申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、経営戦略、補助金等交付申請書、補助事業等実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２９年７月６日 開始(変更)年月日 平成２９年７月６日

個人情報取扱事務の名称 ものづくり中核企業成長戦略推進事業（１枚中１枚）

ものづくり中核企業成長戦略推進事業実施要綱に基づき、地域経済の

個人情報取扱事務の目的 牽引役を担う中核企業の創出を促進するために行う支援制度において、

（根拠法令等） 支援申請企業が実施する事業の実績確認等の際に、事業従事者の個人情

報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 ものづくり中核企業成長戦略推進事業申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、経営戦略、補助金等交付申請書、補助事業等実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２６年４月１日 開始(変更)年月日 平成２６年４月１日

個人情報取扱事務の名称 ものづくり中核企業創出促進事業（１枚中１枚）

ものづくり中核企業創出促進事業実施要綱に基づき、地域経済の牽引

個人情報取扱事務の目的 役を担う中核企業の創出を促進するために行う支援制度において、支援

（根拠法令等） 申請企業が実施する事業の実績確認等の際に、事業従事者の個人情報が

必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 ものづくり中核企業創出促進事業申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、経営戦略、補助金等交付申請書、補助事業等実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 伴走型ものづくり中核企業育成支援事業（１枚中１枚）

地域経済を牽引する中核的役割を担う企業に対し、行政や支援機関等

個人情報取扱事務の目的 の各種支援施策を活用した伴走支援等により、企業の稼ぐ力をさらに高

、 、（根拠法令等） めて 地域へのより大きな経済波及効果を生み出す企業への成長を図り

地域経済の活性化や若者の県内就職を促進する（伴走型ものづくり中核

企業育成支援事業実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 伴走型ものづくり中核企業育成支援事業申請者

個人情報の対象者 伴走型ものづくり中核企業育成支援事業申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 支援計画書、各種事業申請書、各種事業実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２２年１月５日 開始(変更)年月日 平成２２年１月５日

個人情報取扱事務の名称 秋田県優良中小企業者表彰 （１枚中１枚）

秋田県優良中小企業者表彰者を決定するために、推薦者から被推薦者

個人情報取扱事務の目的 の情報を提供いただく （秋田県優良中小企業者表彰要綱・要領）。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 秋田県優良中小企業者表彰被推薦者

個人情報の対象者 秋田県優良中小企業者表彰被推薦者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県優良中小企業者表彰推薦書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２２年７月２０日 開始(変更)年月日 平成２２年７月２０日

個人情報取扱事務の名称 秋田県工業功労者表彰 （１枚中１枚）

秋田県工業功労者表彰被表彰者を決定するために、推薦者から被推薦

個人情報取扱事務の目的 者の情報を提供いただく （秋田県工業功労者表彰要綱・要領）。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 秋田県工業功労者表彰被推薦者

個人情報の対象者 秋田県工業功労者表彰被推薦者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県工業功労者表彰推薦書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 伝統的工芸品等振興補助金事務 （１枚中１枚）

市町村及び産地等が行う事業に対し、当該経費の一部を補助すること

個人情報取扱事務の目的 により、伝統的工芸品等産業における中小企業の振興を図る。

（根拠法令等） （地域産業振興課関係補助金等交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 伝統的工芸品等振興補助金申請者

個人情報の対象者 伝統的工芸品等振興補助金申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体・システム名

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２３年４月１日 開始(変更)年月日 平成３０年４月１日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 団体連携等推進支援事業 企業連携型 補助金事務 １枚中１枚

県内企業が体質強化を図るための人材育成や指導者招聘、グループ化

、 、個人情報取扱事務の目的 に向けた取組など 企業の自発的な経営革新に向けた動きを広く支援し

（根拠法令等） 県内企業の競争力強化を図る （地域産業振興課関係補助金交付要綱）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 団体連携等推進支援事業（企業連携型）申請者

個人情報の対象者 団体連携等推進支援事業（企業連携型）申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 補助金事業計画書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 あきた企業チャレンジ応援事業補助金事務 （１枚中１枚）

企業が県内に工業等を新増設する場合に、その初期投資に要した経費

個人情報取扱事務の目的 や雇用に要した経費の一部を、また、県外にある工場等から県内の工場

（根拠法令等） に事業集約する場合に、その集約に要した経費の一部を、さらに、工場

閉鎖に伴う従業員等の事業承継を行う場合に、事業承継に要した経費の

一部を支援することにより、本県の企業の活性化と雇用の拡大を図る。

（地域産業振興課関係補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 あきた企業チャレンジ応援事業申請者、同申請者の従業員

個人情報の対象者 あきた企業チャレンジ応援事業申請者、同申請者の従業員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 補助金利用承認申請書、補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 提案型地域産業パワーアップ事業費補助金事務 （１枚中１枚）

提案型地域産業パワーアップ事業実施要綱に基づき、地域資源を活用

個人情報取扱事務の目的 した地域産業の振興を図るために行う支援制度において、支援申請者が

、 。（根拠法令等） 実施する事業の実績確認等の際に 事業従事者の個人情報が必要となる

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 提案型地域産業パワーアップ事業申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体・システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 がんばる中小企業応援事業費補助金事務 （１枚中１枚）

がんばる中小企業応援事業実施要領に基づき、意欲を持って自社の競

個人情報取扱事務の目的 争力の強化を図ろうと新たな取り組みを行う企業を支援する制度におい

（根拠法令等） て、支援申請者が実施する事業の実績確認等の際に、事業従事者の個人

情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 がんばる中小企業応援事業費補助金申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体・システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２７年４月１日 開始(変更)年月日 平成２７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 シニア人材招聘事業事務 （１枚中１枚）

当県にゆかりのある県内外のシニア人材が、県内企業の改善指導等の

個人情報取扱事務の目的 インストラクターとして活動する場合の条件や意向等を確認するととも

（根拠法令等） に、県内企業のシニア人材への需要などを調査し、マッチング等を行う

ため、調査協力者の個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 調査協力者

個人情報の対象者 調査協力者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う ■ 有 事務の内容：シニア人材の活用に係るアンケート調査用紙の管理

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：シニア人材の活用に係る調査委託事業 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な シニア人材の活用に係るアンケート調査用紙

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 プロフェッショナル人材活用促進助成金事業 （１枚中１枚）

県内中小企業が、秋田県プロフェッショナル人材戦略拠点を通じて民

個人情報取扱事務の目的 間人材紹介事業者の紹介により、県外から新たに人材を雇用する際の紹

（根拠法令等） 介手数料を助成する制度において、企業からの申請及び実績報告等の際

に、採用した人材の個人情報が必要となる。

（地域産業振興課 補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 本助成金の申請者及び新たに県内企業就労するプロフェッショナル人材

個人情報の対象者 本助成金の申請者及び新たに県内企業に就労するプロフェッショナル人材

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金等交付申請書、補助事業等実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田の食品加工機能向上支援事業費補助金事務 （１枚中１枚）

秋田の食品加工機能向上支援事業実施要領に基づき、県内食品製造事

個人情報取扱事務の目的 業者が食品の加工機能向上のために必要となる設備の整備を支援する制

（根拠法令等） 度において、補助事業申請者の個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 食品事業者加工機能向上事業費補助金事務 （１枚中１枚）

食品事業者加工機能向上事業実施要領に基づき、県内食品製造事業者

個人情報取扱事務の目的 が食品の加工機能向上のために必要となる設備の整備を支援する制度に

（根拠法令等） おいて、補助事業申請者の個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２９年４月１日 開始(変更)年月日 平成２９年４月１日

個人情報取扱事務の名称 食品事業者経営基盤強化支援事業費補助金交付事務 （１枚中１枚）

食品事業者経営基盤強化支援事業実施要領に基づき、県内食品製造事

個人情報取扱事務の目的 業者が食品の加工技術や生産性向上のために必要となる機械設備の整備

（根拠法令等） を支援する制度において、補助事業申請者の個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 令和元年６月２７日 開始(変更)年月日 令和元年６月２７日

個人情報取扱事務の名称 小規模食品事業者パワーアップ事業補助金事務（１枚中１枚）

小規模食品製造事業者の競争力を強化するため、小規模食品製造事業

個人情報取扱事務の目的 者が行う生産性向上や販路拡大に関する経費の一部を支援する事業にお

（根拠法令等） いて、事業の実績確認等の際に、補助事業申請者（個人事業主）の個人

情報が必要となる （小規模食品事業者パワーアップ事業費補助金実施。

要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 小規模食品事業者パワーアップ事業申請者

個人情報の対象者 小規模食品事業者パワーアップ事業申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業計画書、補助金等交付申請書（確定申告書の写し等 、補助事業等実績）

されている主な 報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２９年４月１日 開始(変更)年月日 平成３０年４月１日

個人情報取扱事務の名称 コンソーシアム形成・活動推進事業（１枚中１枚）

各種セミナー等の講師に対して謝金等を支払う際、講師の個人情報が

個人情報取扱事務の目的 必要となる。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講師

個人情報の対象者 講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２６年４月１日 開始(変更)年月日 平成２６年４月１日

個人情報取扱事務の名称 医療機器展示交流会出展支援補助金事務（１枚中１枚）

医療機器展示交流会出展支援事業実施要領に基づき、県内企業の医療

個人情報取扱事務の目的 機器関連産業分野での研究推進及び販路拡大を支援する制度において、

（根拠法令等） 支援申請者が実施する事業の実績確認等の際に、事業従事者の個人情報

が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 医療機器展示交流会出展支援補助金申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２７年１０月２０日 開始(変更)年月日 平成２７年１０月２０日

個人情報取扱事務の名称 医療福祉関連産業成長促進事業補助金事務 （ １枚中 １枚）

医療福祉関連産業成長促進事業実施要領に基づき、県内の大学や公設

個人情報取扱事務の目的 試験研究機関等と共同で医療機器関連製品の研究開発等に取り組む企業

（根拠法令等） を支援する制度において、支援申請者が実施する事業の実績確認等の際

に、事業従事者の個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 医療福祉関連産業成長促進事業補助金申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金等交付申請書、補助事業等実績報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２９年 ９月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ９月 １日

個人情報取扱事務の名称 課題解決型医療福祉機器開発事業費補助金事務（ １枚中 １枚）

課題解決型医療福祉機器開発事業実施要領に基づき、首都圏等の製造

個人情報取扱事務の目的 販売業者や医療従事者とともに新たな医療機器の開発に取り組む企業を

、 、（根拠法令等） 支援する制度において 支援申請者が実施する事業の実績確認等の際に

事業従事者の個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 課題解決型医療福祉機器開発事業費補助金申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 ２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 ２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産業デザイン活用促進事業費補助金事務（ １枚中 １枚）

（公財）あきた企業活性化センターが実施する産業デザイン、製品開

個人情報取扱事務の目的 発等について専門的な助言等を行う事務に対し、秋田県産業労働部地域

（根拠法令等） 産業振興課関係補助金等交付要綱に基づき補助金を交付する際に、事業

の実績確認のため事業従事者の個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 （公財）あきた企業活性化センター、同センターの従業者

個人情報の対象者 （公財）あきた企業活性化センター、同センターの従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２９年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 企業競争力強化事業（事業化プロデュース事業） （１枚中１枚）

補助事業者が実施する補助事業の実績確認のため、対象経費となる直

個人情報取扱事務の目的 接人件費の算定や給与の支払い実績確認などのため、事業従事者の個人

（根拠法令等） 情報が必要となる （地域産業振興課関係補助金等交付要綱）。

また、コーディネーターの採用に際し、履歴書等が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 事業化プロデュース事業費補助金申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書、履歴書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２６年４月１日 開始(変更)年月日 平成２６年４月１日

個人情報取扱事務の名称 秋田県医療機器関連製品開発支援事業費補助金事務（１枚中１枚）

秋田県医療機器関連製品開発支援事業実施要領に基づき、県内企業の

個人情報取扱事務の目的 医療機器関連産業分野での製品開発等を支援する制度において、支援申

（根拠法令等） 請者が実施する事業の実績確認等の際に、事業従事者の個人情報が必要

となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 秋田県医療機器関連製品開発支援事業費補助金申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２５年４月１日 開始(変更)年月日 平成２５年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 植物工場による先端ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽｼｽﾃﾑ推進事業費補助金事務 １枚中１枚

植物工場による先端ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽｼｽﾃﾑ推進事業費補助金実施要領に基づ

個人情報取扱事務の目的 き、補助事業者が実施する補助事業のうち補助対象経費となる直接人件

（根拠法令等） 費の時間単価の算定や、給与等の実績確認のため、事業従事者の所得等

に関する個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 補助事業に従事する栽培担当者及び研究者等

個人情報の対象者 植物工場による先端ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽｼｽﾃﾑ推進事業費補助金申請者、同申請者の

従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 補助事業等実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２８年 ８月３１日 開始(変更)年月日 平成２８年 ８月３１日

個人情報取扱事務の名称 先進がん医療技術開発推進事業費補助金事務（ １枚中 １枚）

先進がん医療等コア技術開発推進事業実施要領に基づき、がん治療の

個人情報取扱事務の目的 医療ニーズに対応するためのコンソーシアムによる新たな機器開発に取

（根拠法令等） り組む企業を支援する制度において、支援申請者が実施する事業の実績

確認等の際に、事業従事者の個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 先進がん医療技術開発推進事業費補助金申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 先導的技術等開発事業費補助金事務 （ １枚中 １枚）

秋田県先導的技術等開発事業実施要領に基づき、補助事業者が実施す

個人情報取扱事務の目的 る補助事業の実績確認のため、対象経費となる直接人件費の時間単価の

（根拠法令等） 算定や給与等の支払い実績確認などのため、事業従事者の個人情報が必

要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 先導的技術等開発事業補助金申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 知的財産有効活用事業事務 （ １枚中 １枚）

知的財産権制度等の普及啓発のほか、企業の知的財産を経営に活かす

個人情報取扱事務の目的 ためのセミナー等を開催する。また、一般県民や児童生徒を対象に、知

（根拠法令等） 的財産兼の源泉である発明の奨励、創意の高揚を促進するため、秋田県

発明展を開催する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 知財セミナー等の講師、秋田県発明展申込者

個人情報の対象者 知財セミナー等の講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 登録票、出展申込書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 技術高度化支援事業事務 （ １枚中 １枚）

秋田県技術高度化支援事業実施要領に基づき、補助事業者が実施する

個人情報取扱事務の目的 補助事業のうち補助対象経費となる直接人件費の時間単価の算定や、給

（根拠法令等） 与等の支払い実績確認のため、事業従事者の所得等に関する個人情報が

必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 補助事業に従事する研究者等

個人情報の対象者 補助事業に従事する研究者等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 補助事業等実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２５年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 伝統的工芸品等広報体制整備事業 １枚中 １枚

県内の伝統的工芸品等に関する統一的広報体制の整備を行うため、標

個人情報取扱事務の目的 記事業にて、ホームページの構築を行う。

（根拠法令等） ホームページ上での工芸品の照会にあたり、製作者・工房の情報を盛

り込むため、個人情報の収集が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 伝統的工芸品等の製作者等

個人情報の対象者 伝統的工芸品等の製作者等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：ホームページ ）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 磁気ファイル等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 海外取引支援事業事務 （ １枚中 １枚）

海外取引に係る情報提供、窓口相談やコンサルティング活動のほか、

個人情報取扱事務の目的 独自製品・技術等を有し、海外取引に積極的に取り組む中小企業者等が

（根拠法令等） 行う海外展開活動に対し、その経費の一部を助成することにより、海外

販路の開拓・拡大に資することを目的とする。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 海外取引支援事業支援対象者

個人情報の対象者 海外取引支援事業支援対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 補助金等交付申請書、補助金等実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 起業支援事業事務 （ １枚中 １枚）

新規に起業する者に対して 起業に必要とする人件費や職投資費用 事、 （

個人情報取扱事務の目的 業拠点費、人材育成費、広告宣伝費）を助成することで、優れた事業の

（根拠法令等） 創出を促進する。

（地域産業振興課関係補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 起業支援補助金交付申請者

個人情報の対象者 起業支援補助金交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２６年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 食品産業人材育成事業事務 （１枚中１枚）

県内食品製造事業者の事業活動の中核を担う人材の育成を図るため、

個人情報取扱事務の目的 講座やフォローアップ等を実施するにあたり、受講者、修了者及び参加

（根拠法令等） 者の個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者、修了者及び参加者

個人情報の対象者 受講者、修了者及び参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 受講者、修了者及び参加者名簿等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 かがやく未来型中小企業応援事業費補助金事務 （１枚中１枚）

かがやく未来型中小企業応援事業実施要領に基づき、意欲を持って自

個人情報取扱事務の目的 社の生産性向上と競争力の強化を図ろうと新たな取り組みを行う企業を

、 、（根拠法令等） 支援する制度において 支援申請者が実施する事業の実績確認等の際に

事業従事者の個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 かがやく未来型中小企業応援事業費補助金申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体・システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年４月１日 開始(変更)年月日 平成３０年４月１日

個人情報取扱事務の名称 専門人材獲得支援事業 （１枚中１枚）

専門人材獲得支援事業実施要領に基づき、県外の専門人材を雇用する

個人情報取扱事務の目的 ことで人材面の基盤強化を図る企業を支援する制度において、補助対象

（根拠法令等） 者が実施する事業の申請及び実績報告等の際に、採用した専門人材の個

人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 本助成金の申請者及び新たに県内企業就労する専門人材

個人情報の対象者 本助成金の申請者及び新たに県内企業に就労する専門人材

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金等交付申請書、補助事業等実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年４月１日 開始(変更)年月日 平成３０年４月１日

個人情報取扱事務の名称 女性が働きやすい職場環境整備事業補助金事務 （１枚中１枚）

女性が働きやすい職場環境整備事業実施要領に基づき、女性が働きや

個人情報取扱事務の目的 すい職場環境整備を行う企業を支援する制度において、補助対象者が実

（根拠法令等） 施する事業の申請及び実績報告等の際に、事業従事者の個人情報が必要

となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 女性が働きやすい職場環境整備事業補助金申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金等交付申請書、補助事業等実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和元年６月３日 開始(変更)年月日 令和元年６月３日

個人情報取扱事務の名称 秋田県伝統工芸士認定事業 （１枚中１枚）

秋田県伝統工芸士認定事業実施要綱に基づき、県独自の工芸士認定を

個人情報取扱事務の目的 行う業務であるが、認定事務を行うに当たって認定候補者の個人情報が

（根拠法令等） 必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 認定候補者

個人情報の対象者 認定候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■ 技術･技能の特色

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 推薦調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成２７年１２月１日

個人情報取扱事務の名称 プロフェッショナル人材活用促進事業 （１枚中１枚）

秋田県プロフェッショナル人材戦略拠点の設置・運営に関する委託業

個人情報取扱事務の目的 務において、完了検査における人件費の算定や給与の支払い実績確認な

（根拠法令等） どのため、事業従事者の個人情報が必要となる。また、拠点に従事する

マネージャー等の採用に際し、履歴書等が必要となる。

（地域産業振興課プロフェッショナル人材活用促進事業業務委託契約）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委託業務受託者、同受託者の従業者

個人情報の対象者 プロフェッショナル人材活用促進事業業務受託者、同受託者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 委託業務実績報告書、履歴書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３０年４月１日

個人情報取扱事務の名称 戦略産業マッチング支援事業 （１枚中１枚）

県内中小企業の人材面での基盤強化を図るために開催するマッチング

個人情報取扱事務の目的 イベントにおいて、企業との面談のため、参加する転職希望者の個人情

（根拠法令等） 報が必要となる。また、厚生労働省への事業実績報告等に必要となる。

（地域産業振興課戦略産業マッチング支援事業業務委託契約）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 転職希望者、求職者

個人情報の対象者 マッチングイベントの参加者（転職希望者及び求職者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 参加者名簿、委託業務実績報告書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 令和２年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 プロフェッショナル人材活用普及促進事業 （１枚中１枚）

秋田県プロフェッショナル人材戦略拠点の設置・運営に関する委託業

個人情報取扱事務の目的 務において、完了検査における人件費の算定や給与の支払い実績確認な

（根拠法令等） どのため、事業従事者の個人情報が必要となる。また、拠点に従事する

マネージャー等の採用に際し、履歴書等が必要となる。

（プロフェッショナル人材活用普及促進事業業務委託契約）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委託業務受託者、同受託者の従業者

個人情報の対象者 プロフェッショナル人材活用普及促進事業業務受託者、同受託者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 委託業務実績報告書、履歴書等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和２年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 プロフェッショナル人材活用促進事業 （１枚中１枚）

県内中小企業が、秋田県プロフェッショナル人材戦略拠点を通じて民

個人情報取扱事務の目的 間人材紹介事業者の紹介により、県外から新たに人材を雇用する際の紹

（根拠法令等） 介手数料を助成する制度において、企業からの申請及び実績報告等の際

に、採用した人材の個人情報が必要となる。

（地域産業振興課 補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 本助成金の申請者及び新たに県内企業就労するプロフェッショナル人材

個人情報の対象者 本助成金の申請者及び新たに県内企業に就労するプロフェッショナル人材

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金等交付申請書、補助事業等実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和２年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 大企業人材等活用促進事業 （１枚中１枚）

県内中小企業が、秋田県プロフェッショナル人材戦略拠点を通じて、

個人情報取扱事務の目的 大企業等の人材をお試し雇用する際の経費の一部を助成する制度におい

（根拠法令等） て、企業からの申請及び実績報告等の際に、お試し雇用した人材の個人

情報が必要となる。

（地域産業振興課 補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 本助成金の申請者及びお試し雇用する人材

個人情報の対象者 本助成金の申請者及びお試し雇用する人材

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金等交付申請書、補助事業等実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 あきた総合科学技術会議に関する事務 （ １枚中 １枚）

社会経済情勢の変化や県民ニーズ等を的確に捉え、試験研究開発の活

個人情報取扱事務の目的 性化や産学官連携を強力に推進するとともに、将来の科学技術を担う人

（根拠法令等） 材を育成するため、産業や生活・環境など総合的な観点から本県の科学

技術政策のあり方を検討する。◎根拠：あきた総合科学技術会議設置要綱

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者 委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：財務会計システム、

処 理 形 態 出張支援システム ）

（ ）オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

あきた総合科学技術会議委員の就任について個人情報が記録

あきた総合科学技術会議委員名簿、謝金・旅費支払に関する書面などされている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２２年 ７月１６日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 あきたサイエンスクラブ講座受講者受付事務 １枚中 １枚

あきたサイエンスクラブ科学講座及び推奨講座受講者の受付・登録を

個人情報取扱事務の目的 行う。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者

個人情報の対象者 受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 ■（学年 ）

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 あきたサイエンスクラブ科学講座受講者名簿、

されている主な あきたサイエンスクラブ推奨講座受講者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２０年 ４月 ４日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田わか杉科学技術奨励賞表彰事業 １枚中 １枚

若手研究者の研究開発意欲を喚起することにより、優れた若手研究者

個人情報取扱事務の目的 が持続的に輩出される環境を整備し、科学技術が県の課題解決に効果的

（ 秋田わか杉科学技術奨励賞表彰事業実施要綱 秋（根拠法令等） に貢献することに資する。

田わか杉科学技術奨励賞募集要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 候補者、審査委員

個人情報の対象者 候補者、審査委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：財務会計システム、

処 理 形 態 出張支援システム）

（ ）オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田わか杉科学技術奨励賞応募申込書

委員名簿、謝金・旅費支払に関する書面なされている主な 秋田わか杉科学技術奨励賞審査

ど行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成２３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 産学官交流プラザ等秋田産学官ネットワークイベント開催事務

（ １枚中 １枚）

組織や分野の枠を超えた産・学・官の交流を活発化し、社会課題解決

個人情報取扱事務の目的 に向けた研究開発等を促進するため各種イベントを開催する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 参加者

個人情報の対象者 参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：メーリングリスト）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 産学官交流プラザ参加者名簿

されている主な 産学官連携コーディネータ会議参加者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成３１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 文部科学大臣表彰創意工夫功労者賞関連事務 １枚中 １枚

科学技術に携わる者の意欲の向上を図り、科学技術の水準の向上に寄

個人情報取扱事務の目的 与することを目的に実施される同賞受賞に係る本県から国への推薦事務

（根拠法令等） を行う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 候補者

個人情報の対象者 候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 創意工夫功労者賞 候補者調査書

などされている主な 受理した戸籍抄本、住民票

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和２年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 ヘルステック産業研究開発支援事業費補助金事務 （１枚中１枚）

ヘルステック産業研究開発支援事業実施要領に基づき、県内企業や公

個人情報取扱事務の目的 設試験研究機関等とコンソーシアムを形成して研究開発に取り組む地域

（根拠法令等） 経済牽引事業者に対して研究開発費の一部を助成する当事業において、

補助対象者が実施する事業の実績確認等の際に、事業従事者の個人情報

が必要となる 。。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 ヘルステック産業研究開発支援事業費補助金申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金等交付申請書、補助事業等実績報告書

行政文書の名称



- 56 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 地域産業振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和２年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 新型コロナウイルス感染症対策関連企業支援事業費補助金事務

（１枚中１枚）

新型コロナウイルス感染症対策関連企業支援事業実施要領に基づき、

個人情報取扱事務の目的 感染拡大防止に資する医療物資等を開発する県内企業等に対し開発費の

（根拠法令等） 一部を助成する制度において、補助対象者が実施する事業の実績確認等

の際に、事業従事者の個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 新型コロナウイルス感染症対策関連企業支援事業申請者、同申請者の従業

者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金等交付申請書、補助事業等実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 「アトツギベンチャー」支援事業 （１枚中１枚）

「アトツギベンチャー」支援事業実施要領に基づき、若手後継者を中

個人情報取扱事務の目的 心とした同業者等のグループが、新たなビジネスデザインにより、地域

（根拠法令等） 資源を活用して行う取り組みを支援する制度において、支援申請者が実

施する事業の実績確認等の際に、事業従事者の個人情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者

個人情報の対象者 「アトツギベンチャー」支援事業申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事業計画書、補助金等交付申請書、補助事業等実績報告書等

行政文書の名称



輸送機産業振興室



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課 輸送機産業振興室組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 あきた自動車産業振興協議会事務局事務 （ １枚中 １枚）

当室があきた自動車産業振興協議会の事務局を担当していることか

個人情報取扱事務の目的 ら、協議会事業について会員に周知する必要があるため。また、前述の

（根拠法令等） 事項以外でも、会員にとって有益と考えられる自動車産業に関する講演

会・研修等の情報提供を行うため。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課 輸送機産業振興室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 あきた自動車産業振興協議会会員

個人情報の対象者 あきた自動車産業振興協議会会員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（メールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人一台パソコン）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な あきた自動車産業振興協議会会員名簿

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 地域産業振興課 輸送機産業振興室組織の名称

登録年月日 平成３１年 ３月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ３月 １日

個人情報取扱事務の名称 地方大学・地域産業創生交付金事務 （ １枚中 １枚）

当室が地方大学・地域産業創生交付金にかかる申請事務を行うにあた

個人情報取扱事務の目的 り、事業責任者や中心研究者など事業計画に携わる人物に係る略歴を申

（根拠法令等） 請書類の一部として作成する必要があるため。また、事業の遂行にあた

り前述の人物に支出する経費の基本情報を登録する必要があるため。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 地域産業振興課 輸送機産業振興室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 地方大学・地域産業創生交付金の事業計画申請に記載される者

個人情報の対象者 地方大学・地域産業創生交付金の事業計画申請に記載される者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（メールアドレス）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：一人一台パソコン）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 地方大学・地域産業創生交付金 実施計画

行政文書の名称



産業集積課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業集積課組織の名称

登録年月日 平成１７年７月２０日 開始(変更)年月日 平成１７年７月２０日

個人情報取扱事務の名称 企業立地促進助成事業補助金事務（１枚中１枚）

企業の設備投資経費等を軽減することにより、本県にとって施策上特に

個人情報取扱事務の目的 必要が認められる企業の新・増設を促進するとともに雇用拡大を図るた

（根拠法令等） め、設備投資等に補助する。（企業立地促進助成事業補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業集積課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 補助金交付申請者（従業員含む）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 指定申請書（事業計画含む）・交付申請書（添付書類含む）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業集積課組織の名称

登録年月日 平成２７年５月１９日 開始(変更)年月日 平成２７年５月１９日

個人情報取扱事務の名称 がんばる中小企業応援事業補助金事務（１枚中１枚）

意欲を持って自社の競争力の強化を図ろうとする中小企業を「がんばる

個人情報取扱事務の目的 中小企業」に認定し、当該企業が行う雇用創出を伴う設備投資を補助す

（根拠法令等） る。（がんばる中小企業応援事業(企業立地･雇用増加型)補助金交付要

綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業集積課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 補助金交付申請者（従業員含む）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 認定申請書（事業計画含む）・交付申請書（添付書類含む）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業集積課組織の名称

登録年月日 平成２７年１０月１５日 開始(変更)年月日 平成２７年１０月１５日

個人情報取扱事務の名称 本社機能等移転促進補助金事務（１枚中１枚）

本社機能等を本店登記とともに県内へ移転等を行う企業に対し、その費

個人情報取扱事務の目的 用を助成することにより本社機能等の移転を促進し、県内における多様

（根拠法令等） な雇用の場の確保と拡大を図る。（本社機能移転促進補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業集積課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 補助金交付申請者（従業員含む）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 指定申請書（事業計画含む）・交付申請書（添付書類含む）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業集積課組織の名称

登録年月日 平成２８年６月２２日 開始(変更)年月日 平成２８年６月２２日

個人情報取扱事務の名称 企業信用情報調査（１枚中１枚）

誘致企業の誘致認定、工業団地の分譲等において、当該企業の経営状況

個人情報取扱事務の目的 を調査する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業集積課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 県内に立地しようとする企業

個人情報の対象者 企業経営者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 企業信用情報調査）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業集積課組織の名称

登録年月日 平成１５年９月４日 開始(変更)年月日 平成１５年９月４日

個人情報取扱事務の名称 企業誘致情報の提供（１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 県職員に対し企業情報の提供（企業人の紹介）を呼びかけ、実効ある企

（根拠法令等） 業折衝を行い、ひいては企業誘致に結びつける。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業集積課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 企業人(役員)

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 企業誘致情報提供

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業集積課組織の名称

登録年月日 平成３０年４月１日 開始(変更)年月日 平成３０年４月１日

個人情報取扱事務の名称 はばたく中小企業投資促進事業補助金事務（１枚中１枚）

意欲を持って自社の競争力の強化を図ろうとする中小企業を「はばたく

個人情報取扱事務の目的 中小企業」に認定し、当該企業が行う雇用創出を伴う設備投資を補助す

（根拠法令等） る。（はばたく中小企業投資促進事業補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 産業集積課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 補助金交付申請者（従業員含む）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 認定申請書（事業計画含む）・交付申請書（添付書類含む）

行政文書の名称



商業貿易課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 起業支援事業事務 １枚中 １枚

新規に起業する者に対して、起業に必要とする人件費や初期投資費用

個人情報取扱事務の目的 （事業拠点費、人材育成費、広告宣伝費）を助成することで、優れた事

（根拠法令等） 業の創出を促進する （あきた起業促進事業補助金交付要綱）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 起業支援補助金交付申請者

個人情報の対象者 起業支援補助金交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 大規模小売店舗立地法に係る届出事務 １枚中 １枚

大規模小売店舗立地法に基づく大規模小売店舗の新設、変更等に際し

個人情報取扱事務の目的 て、当該店舗の立地が周辺の地域の生活環境を保持しつつ適正に行われ

（根拠法令等） ることを確保する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 設置者及び小売業者

個人情報の対象者 設置者及び小売業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 大規模小売店舗届出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 街なか商業活性化市町村支援事業費補助金事務（ １枚中 １枚）

商店街の商業活性化に向けて、意欲と創意工夫ある取り組みを市町村

個人情報取扱事務の目的 と一体となった柔軟な補助制度により支援し、魅力あるまちづくり

（根拠法令等） を進める。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局総務企画部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 間接補助事業者の代表者

個人情報の対象者 間接補助事業者の代表者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 平成２２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 成熟型社会対応サービス産業支援事業補助金事務 １枚中 １枚

少子高齢化などの社会課題に対応し、今後成長が見込まれる特色ある

個人情報取扱事務の目的 商業・サービス事業を公募し、採択事業に対して支援する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者 交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 平成２５年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 買い物弱者支援商業モデル事業補助金事務 （ １枚中 １枚）

買い物弱者の生活利便性を向上させる新たな取り組みや事業拡大の取

個人情報取扱事務の目的 組を公募し、採択事業に対して支援する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者 交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 平成２５年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 サービス産業育成支援事業補助金事務 （ １枚中 １枚）

少子高齢化、健康・福祉、安心・安全などの社会課題に対応し、潜在

個人情報取扱事務の目的 的なニーズやニッチな分野に着目した新たなサービスを公募し、採択事

（根拠法令等） 業に対して支援する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者 交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ９月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ９月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 がんばる商業者相互交流支援事業費補助金交付事務 １枚中 １枚

県内商業者が相互の地域を視察・訪問、交流するための研修に対して

個人情報取扱事務の目的 補助し、今後のネットワークづくりを促進する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者 交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 サービス産業ビジネス展開支援事業補助金事務 （ １枚中 １枚）

人口減少、少子高齢化等、地域が抱える課題等の社会のニーズに対応

個人情報取扱事務の目的 し、今後成長が見込まれる分野でのにおける新たなサービスを公募し、

（根拠法令等） 採択事業に対して支援する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者 交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 先駆的商業者活性化サポート事業運営事務 （ １枚中 １枚）

県内商業者の活性化を図るため、先商業者のネットワーク化を行い、

個人情報取扱事務の目的 相互の情報交換と交流による商業活動の活性化を促進し、その活動を広

（根拠法令等） く発信することにより、全県への波及を支援する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講師及び参加者

個人情報の対象者 講師及び参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 債権債務者登録票、参加者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 商業者ネットワーク登録事務 １枚中 １枚

県内商業者の活性化を図るため、商業者のネットワーク化を行い、

相互の情報交換による活動の活発化を図り、また、その活動内容を広個人情報取扱事務の目的

く発信する。（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 商業者ネットワーク登録者

個人情報の対象者 商業者ネットワーク登録者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 商業者ネットワーク登録者名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 固 有 商業貿易課■ 組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 がんばる中小企業応援事業費補助金事務 （１枚中１枚）

がんばる中小企業応援事業実施要領に基づき、意欲を持って自社の競

個人情報取扱事務の目的 争力の強化を図ろうと新たな取り組みを行う企業を支援する制度におい

（根拠法令等） て、支援申請者が実施する事業の実績確認等の際に、事業従事者の個人

情報が必要となる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業申請者、同申請者の従業者

個人情報の対象者 事業申請者、同申請者の従業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：■

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 無■

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 無■

個人情報が記録 事業計画書、補助金交付申請書、実績報告書等

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 平成３０年４月１日 開始(変更)年月日 平成３０年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 攻めのサービス産業等応援事業費補助金業務 １枚中１枚

攻めのサービス産業等応援事業実施要領に基づき、自社の強みやＩｏ

個人情報取扱事務の目的 Ｔ等の先進技術を活用し、自社の更なる成長を目指す新たな取組を行う

（根拠法令等） 中小企業を支援する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者 交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金等交付申請書、事業計画書、事業実績書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 令和２年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 かがやく未来型中小企業応援事業費補助金（非製造業）業務

（１枚中１枚）

かがやく未来型中小企業応援事業費補助金（非製造業）実施要領に基

個人情報取扱事務の目的 づき、自社の強みやＩｏＴ等の先進技術を活用し、自社の更なる成長を

（根拠法令等） 目指す新たな取組を行う中小企業を支援する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者 交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金等交付申請書、事業計画書、事業実績書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 商業貿易課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２５年 ７月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ７月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 コンテナ輸送トライアル奨励金交付事務 １枚中 １枚

秋田港の国際コンテナ航路を拡充するため、秋田港を初めて利用し、

個人情報取扱事務の目的 所定の要件を満たした荷主へ奨励金を支給する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県環日本海交流推進協議会（事務局：商業貿易課）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 奨励金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 商業貿易課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２５年 ７月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ５月１３日

（ ）個人情報取扱事務の名称 荷主定着化促進事業奨励金交付事務 １枚中 １枚

秋田港の国際コンテナ航路を拡充するため、所定の要件を満たした荷

個人情報取扱事務の目的 主への奨励金を支給する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県環日本海交流推進協議会（事務局：商業貿易課）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 奨励金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 商業貿易課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２６年 ６月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ５月１３日

個人情報取扱事務の名称 海外展開支援事業費補助金交付事務 （ １枚中 １枚）

。 、県内中小企業の海外展開支援を促進する 海外展開支援事業を公募し

個人情報取扱事務の目的 審査委員会による事業計画の審査を経て、交付対象者を決定する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 商業貿易課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２５年７月２３日 開始(変更)年月日 平成２５年７月２３日

個人情報取扱事務の名称 秋田国際コンテナ港発展協議会会員管理事務 （１枚中１枚）

秋田港の国際コンテナ定期航路の維持拡充並びに秋田港と東アジア諸

個人情報取扱事務の目的 国との新たな航路の開設及び秋田港の利便性のさらなる向上を促進す

（根拠法令等） る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田国際コンテナ港発展協議会（事務局：商業貿易課）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 会員、オブザーバー

個人情報の対象者 会員、オブザーバー

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 会員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 商業貿易課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 新規航路開設促進事業費補助金交付事務 （ １枚中 １枚）

秋田港を利用する新たな航路を開設する船社に対し、入港経費の一部

個人情報取扱事務の目的 を助成する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金交付申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 商業貿易課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ６月 ２６日 開始(変更)年月日 平成１１年 ５月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県環日本海交流推進協議会会員管理事務 （ １枚中 １枚）

環日本海交流拠点構想で示された方向性に基づき、経済交流をはじめ

個人情報取扱事務の目的 様々な交流を官民一体となって推進するための団体の事務として

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田県環日本海交流推進協議会（事務局：商業貿易課）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 会員、オブザーバー

個人情報の対象者 会員、オブザーバー

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 会員名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 商業貿易課組織の名称

登録年月日 平成３１年４月１日 開始(変更)年月日 平成３１年４月１日

個人情報取扱事務の名称 ふるさと起業家応援事業費補助金業務 （１枚中１枚）

ふるさと応援事業日補助金実施要領に基づき、地域課題の解決や地域

個人情報取扱事務の目的 資源の活用につながる事業を展開する起業家等を支援する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 商業貿易課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交付申請者

個人情報の対象者 交付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思 想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助金等交付申請書、事業計画書、事業実績書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 商業貿易課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和元年１１月１日 開始(変更)年月日 令和元年１１月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田の未来の物流を考える協議会会員管理事務 （ １枚中 １枚）

官民で構成する協議会を設置し、物流の課題解決に向けた対応策を検

個人情報取扱事務の目的 討する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 秋田の未来の物流を考える協議会（事務局：商業貿易課）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 会員、オブザーバー

個人情報の対象者 会員、オブザーバー

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 会員名簿

されている主な

行政文書の名称



資源エネルギー産業課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 水資源功績者表彰に関する事務 １枚中 １枚

「水の週間」の行事の一環として、水資源行政の推進に関し、特に顕

個人情報取扱事務の目的 著な功績のあった団体又は個人に功績をたたえるための表彰を行う。

（根拠法令等） （ 水資源功績者表彰実施要領」昭和５４年８月２１日付け５４国水政「

第１６６号）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰候補者

個人情報の対象者 被表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 水資源功績者表彰に係る候補者の推薦について

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 全日本中学生水の作文コンクールに関する事務 １枚中 １枚

「水の週間」の行事の一環として、次代を担う中学生を対象とした作

個人情報取扱事務の目的 文コンクールを実施することにより、広く水に関する関心を高め、理解

（根拠法令等） を深めることを目的とする。

（全日本中学生水の作文コンクール実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 作文コンクール応募者

個人情報の対象者 作文コンクール応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（学校・学年 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 「全日本中学生水の作文コンクール」の審査について

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 採石業者登録に関する事務 １枚中 １枚

採石業を行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する都

個人情報取扱事務の目的 道府県知事の登録を受ける必要があるため。

（根拠法令等） （採石法第３２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（採石法第32条の4）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 採石業者登録申請書、採石業者登録簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 採石業務管理者試験に関する事務 ２枚中 １枚

業務管理者試験は都道府県知事が行うこととなっており、受験しよう

個人情報取扱事務の目的 とする者は、受験願書を提出しなければならないため。

（根拠法令等） （採石法第３２条の１３、採石法施行規則第８条の９）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 業務管理者試験

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 採石業務管理者試験に関する事務 ２枚中 ２枚

業務管理者試験は都道府県知事が行うこととなっており、受験しよう

個人情報取扱事務の目的 とする者は、受験願書を提出しなければならないため。

（根拠法令等） （採石法第３２条の１３、採石法施行規則第８条の９）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 合格者

個人情報の対象者 合格者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 採石業務管理者台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 岩石採取計画の認可に関する事務 ２枚中 １枚

採石業者は、岩石の採取を行おうとするときは、当該岩石の採取を行

個人情報取扱事務の目的 う場所ごとに採取計画を定め、当該岩石採取場の所在地を管轄する都道

（根拠法令等） 府県知事の認可を受けなければならないため。

（採石法第３３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 岩石採取計画認可申請書、岩石採取計画の変更認可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 岩石採取計画の認可に関する事務 ２枚中 ２枚

採石業者の岩石採取計画申請に対し県知事が認可するときに、申請者

個人情報取扱事務の目的 （採石業者）がその土地において岩石の採取を行う権限を有することを

（根拠法令等） 確認する。

（採石法施行規則第８条の１５第２項第７号）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、土地所有者等の権利者

個人情報の対象者 土地所有者等の権利者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 岩石採取計画認可申請書、岩石採取計画の変更認可申請書

されている主な

行政文書の名称



- 8 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 火薬類製造の許可に関する事務 １枚中 １枚

火薬類の製造を営もうとする者に対する許可

個人情報取扱事務の目的 （火薬類取締法第３条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類製造許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 火薬類の販売営業許可に関する事務 １枚中 １枚

火薬類の販売の業を営もうとする者に対する許可

個人情報取扱事務の目的 （火薬類取締法第５条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類販売営業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ８月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 火薬庫設置等の許可に関する事務 １枚中 １枚

火薬庫を設置し、移転し又はその構造若しくは設備を変更しようとす

個人情報取扱事務の目的 る者に対する許可

（根拠法令等） （火薬類取締法第１２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬庫設置等許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 火薬類の譲渡又は譲受の許可に関する事務 １枚中 １枚

火薬類を譲り渡し、又は譲り受けようとする者に対する許可

個人情報取扱事務の目的 （火薬類取締法第１７条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類譲渡許可申請書、火薬類譲受許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 火薬類の輸入許可に関する事務 １枚中 １枚

火薬類を輸入しようとする者に対する許可

個人情報取扱事務の目的 （火薬類取締法第２４条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類輸入許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 火薬類の消費許可に関する事務 １枚中 １枚

火薬類を爆発させ、又は燃焼させようとする者に対する許可

個人情報取扱事務の目的 （火薬類取締法第２５条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類消費許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 火薬類製造及び取扱保安責任者の選解任に関する事務 ２枚中 １枚

製造業者、火薬庫の所有者若しくは占有者又は経済産業省局で定める

個人情報取扱事務の目的 数量以上の火薬類を消費する者が提出する、製造保安責任者若しくは製

（根拠法令等） 造副保安責任者又は取扱保安責任者若しくは取扱副保安責任者の選任又

は解任の届け出

（火薬類取締法第３０条第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 保安責任者

個人情報の対象者 保安責任者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類製造（取扱）保安責任者等選任解任届

されている主な

行政文書の名称



- 15 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 火薬類製造及び取扱保安責任者の選解任に関する事務 ２枚中 ２枚

製造保安責任者又は取扱保安責任者の代理者の選任、又は解任の届け

個人情報取扱事務の目的 出

（根拠法令等） （火薬類取締法第３３条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 保安責任者の代理者

個人情報の対象者 保安責任者の代理者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類製造（取扱）保安責任者等選任解任届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 火薬類の廃棄許可に関する事務 １枚中 １枚

火薬類を廃棄しようとする者に対する許可

個人情報取扱事務の目的 （火薬類取締法第２７条第１項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類廃棄許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 火薬類取扱保安責任者及び火薬類製造保安責任者免状交付に関する事務

（ ）１枚中 １枚

甲種取扱保安責任者免状及び乙種取扱保安責任者免状の交付

個人情報取扱事務の目的 （火薬類取締法第３１条第３項）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類取扱保安責任者免状交付申請書

されている主な

行政文書の名称



- 18 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 火薬類取扱保安経済産業大臣表彰の推薦に関する事務 １枚中 １枚

火薬類取扱保安に係る経済産業大臣表彰の推薦

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類取扱保安経済産業大臣表彰関係綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 猟銃等の製造事業及び販売事業の許可に関する事務 ２枚中 １枚

猟銃等の製造の事業を行おうとする者に対する許可

個人情報取扱事務の目的 （武器等製造法第１７条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 猟銃等製造事業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 猟銃等の製造事業及び販売事業の許可に関する事務 ２枚中 ２枚

猟銃等の販売の事業を行おうとする者に対する許可

個人情報取扱事務の目的 （武器等製造法第１９条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 猟銃等販売事業許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１７年 ７月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 火薬類取扱保安秋田県知事表彰事務 １枚中 １枚

火薬類取扱保安に係る秋田県知事表彰

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類取扱保安秋田県知事表彰関係綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 資源エネルギー産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１９年 ５月１４日 開始(変更)年月日 平成１９年 ５月１４日

個人情報取扱事務の名称 火薬類保安関東東北産業保安監督部東北支部長表彰の推薦に関する事務

（ ）１枚中 １枚

火薬類保安に係る関東東北産業保安監督部東北支部長表彰の推薦

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 火薬類保安関東東北産業保安監督部東北支部長表彰関係綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 資源エネルギー産業課

組織の名称

登録年月日 令和 ２年 ６月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ６月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 再エネ海域利用法に基づく協議会に関する事務 １枚中 １枚

再エネ海域利用法に基づく協議会の運営。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協議会一般傍聴申込者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □

項 ( 2 又 は 3 に 該

目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 洋上風力（協議会関係）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 資源エネルギー産業課組織の名称

登録年月日 令和 ２年 ６月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 地下資源開発促進協議会に関する事務（１枚中１枚）

秋田県における地下資源の開発を促進し、秋田県の産業経済の進展に寄

個人情報取扱事務の目的 与することを目的とする （秋田県地下資源開発促進協議会会則）。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 会員就任承諾者

個人情報の対象者 会員就任承諾者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 承諾書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 資源エネルギー産業課組織の名称

登録年月日 令和 ２年 ６月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 環境調和型産業支援事業補助金に関する事務（１枚中１枚）

秋田県産業廃棄物税条例第１８条の規定に基づき、産業廃棄物の発生

、 、 、個人情報取扱事務の目的 抑制 減量化 再生利用その他適正な処理の促進に関する事業のうち

製品製造のための設備投資や研究開発及び製品の販売促進などの事業（根拠法令等）

を支援することにより環境調和型企業を創出し、もって産業活動の活

性化を図ることを目的とする。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分

個人情報の対象者 会員就任承諾者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 承諾書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 資源エネルギー産業課組織の名称

登録年月日 令和 ２年 ６月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 あきた企業立地促進助成事業補助金事務（１枚中１枚）

企業の設備投資経費等を軽減することにより、本県にとって施策上特に

個人情報取扱事務の目的 必要が認められる企業の新・増設を促進するとともに雇用拡大を図るた

（根拠法令等） め、設備投資等に補助する （企業立地促進助成事業補助金交付要綱）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 補助金交付申請者（従業員含む）

個人情報の対象者 補助金交付申請者（従業員含む）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 指定申請書（事業計画含む ・交付申請書（添付書類含む））

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 資源エネルギー産業課組織の名称

登録年月日 令和 ２年 ６月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ６月 １日

個人情報取扱事務の名称 がんばる中小企業応援事業補助金事務（１枚中１枚）

意欲を持って自社の競争力の強化を図ろうとする中小企業を「がんばる

個人情報取扱事務の目的 中小企業」に認定し、当該企業が行う雇用創出を伴う設備投資を補助す

（根拠法令等） る （がんばる中小企業応援事業(企業立地･雇用増加型)補助金交付要。

綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 補助金交付申請者（従業員含む）

個人情報の対象者 補助金交付申請者（従業員含む）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 指定申請書（事業計画含む ・交付申請書（添付書類含む））

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 産業集積課組織の名称

登録年月日 平成３０年４月１日 開始(変更)年月日 平成３０年４月１日

個人情報取扱事務の名称 はばたく中小企業投資促進事業補助金事務（１枚中１枚）

意欲を持って自社の競争力の強化を図ろうとする中小企業を「はばたく

個人情報取扱事務の目的 中小企業」に認定し、当該企業が行う雇用創出を伴う設備投資を補助す

（根拠法令等） る （はばたく中小企業投資促進事業補助金交付要綱）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 資源エネルギー産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 補助金交付申請者（従業員含む）

個人情報の対象者 補助金交付申請者（従業員含む）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 5心 身 の 状 況 □
項 ( 2 又 は 3 に 該
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 指定申請書（事業計画含む ・交付申請書（添付書類含む））

行政文書の名称



雇用労働政策課



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 出かせぎ労働者雇用対策事務 １枚中１枚

出かせぎ労働者の就労状況の実態を把握し、今後の出かせぎ労働者対

個人情報取扱事務の目的 策事業の参考にするとともに、出かせぎ労働者相互の情報交換を行う。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出かせぎ労働者

個人情報の対象者 出かせぎ労働者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 出かせぎ労働者就労先訪問記録

されている主な 出かせぎ帰郷者座談会記録

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１５年４月２５日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 職場適応訓練事務 （１枚中１枚）

障害者の職場での作業環境への適応を容易にするための訓練を事業所

個人情報取扱事務の目的 へ委託し、訓練終了後の円滑な就職に結びつけることにより、障害者の

（根拠法令等） 雇用促進を図る。

（秋田県職場適応訓練委託規則、秋田県職業訓練手当支給規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 訓練生

個人情報の対象者 訓練生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 職場適応訓練受託申込書

されている主な 訓練手当受給資格認定申請書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１５年４月２５日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 優良勤労障害者知事表彰事務 １枚中１枚

障害者の雇用に関する理解と関心を深めてもらうための啓発事業の一

個人情報取扱事務の目的 環として優良勤労障害者を表彰する。

（根拠法令等） （秋田県知事表彰基準規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰者

個人情報の対象者 被表彰者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 優良勤労障害者推薦書

されている主な

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県労働委員会任命事務 １枚中１枚

労働争議の斡旋、調停及び仲裁を行う、使用者委員、労働者委員、公

個人情報取扱事務の目的 益委員を任命する。

（根拠法令等） （労働組合法第１９条の１２第３項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員候補者

個人情報の対象者 委員候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第１号該当） □ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県労働委員会使用者委員候補者推薦書

されている主な 秋田県労働委員会労働者委員候補者推薦書

行政文書の名称 秋田県労働委員会委員名簿



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２１年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 労働相談事務 １枚中１枚

相談を通じて直接労使と接触し、必要な助言・指導を行うことにより

個人情報取扱事務の目的 労働問題の円満解決を手助けする。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局総務企画部

個人情報の対象者の区分 相談者

個人情報の対象者 相談者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 労働相談票

されている主な

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 秋田県労働問題セミナー開催事務 （１枚中１枚）

県内労使及び一般県民に対し、最近の労働問題に関するセミナーを開

個人情報取扱事務の目的 催し、実践的な知識を深めることで、労働福祉の向上を期する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講申込者

個人情報の対象者 受講申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 労働教育関係綴

されている主な

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 技能検定事務 １枚中 １枚

労働者の技能向上に向け、職業訓練を推進するとともに、その習得及

個人情報取扱事務の目的 び向上した技能を判定する技能検定を実施するため。

（根拠法令等）

（職業能力開発促進法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 秋田県職業能力開発協会

個人情報の対象者の区分 申請者、受検者、合格者

個人情報の対象者 申請者、受検者、合格者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第２号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 技能検定受検申請書、受検者名簿、技能士台帳

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 技能検定合格証書再発行事務 １枚中 １枚

技能検定合格証書の滅失・損傷又は氏名変更により、合格証書の再交

個人情報取扱事務の目的 付申請が行われた場合に証書を再発行するため。

（根拠法令等）

（職業能力開発促進法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（技能検定合格者）

個人情報の対象者 申請者（技能検定合格者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 技能検定合格証書再交付申請書、技能検定合格証明書、合格証書再交付処

されている主な 理簿

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 技能士証明書発行事務 （ １枚中 １枚）

技能検定合格者が申請を行った場合に、技能士であることを証明する

個人情報取扱事務の目的 ために携帯用の技能士証明書を発行するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（技能検定合格者）

個人情報の対象者 申請者（技能検定合格者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第２号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 技能士証明書申請書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 技能検定合格証明書発行事務 １枚中 １枚

技能士が、第三者に技能士であることを証明する必要がある場合に、

個人情報取扱事務の目的 申請により合格証明書を発行するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者（技能検定合格者）

個人情報の対象者 申請者（技能検定合格者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 技能検定合格証明書、技能検定合格証明書交付申請書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 卓越技能者表彰事務 （ １枚中 １枚）

卓越した技能者の表彰推薦対象者を厚生労働大臣あて推薦するため。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

（技能者表彰実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰候補者

個人情報の対象者 被表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 卓越技能者表彰

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３月 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 優良技能者表彰事務 １枚中 １枚

優良技能者の知事表彰を行うため。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

（秋田県優良技能者表彰実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰候補者

個人情報の対象者 被表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（顔写真 ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 優良技能者被表彰

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 認定職業訓練及び技能検定に係る厚生労働大臣表彰事務

（ １枚中 １枚）

認定職業訓練及び技能検定の推進についてその業績が極めて優秀な個

個人情報取扱事務の目的 人、団体・事業所等の表彰推薦対象者を、厚生労働大臣あて推薦するた

（根拠法令等） め。

（厚生労働大臣表彰要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰候補者

個人情報の対象者 被表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 被表彰候補者功労調書、履歴書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 認定職業訓練及び技能検定に係る知事表彰事務 １枚中 １枚

職業能力開発及び技能検定に係る事業等について、業績が優良な県内

個人情報取扱事務の目的 の事業所、団体又は個人に対して知事表彰を行うため。

（根拠法令等）

（職業能力開発・技能振興に係る知事表彰実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰候補者

個人情報の対象者 被表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 被表彰候補者の功労調書、履歴書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ 、 ） （ ）個人情報取扱事務の名称 認定職業訓練 申請 変更届等 事務 ２枚中 １枚

事業主等が行う民間での職業訓練が法に定める訓練基準に適合するか

個人情報取扱事務の目的 確認するため。

（根拠法令等）

（職業能力開発促進法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 団体構成員、職業訓練指導員

個人情報の対象者 団体構成員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 構成員名簿

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ 、 ） （ ）個人情報取扱事務の名称 認定職業訓練 申請 変更届等 事務 ２枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 団体構成員、職業訓練指導員

個人情報の対象者 職業訓練指導員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 職業訓練指導員名簿

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 雇用労働政策課

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ 、 ） （ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県職業能力開発協会 申請 変更届等 １枚中 １枚

事業主等の行う職業訓練、職業能力検定その他職業能力の開発に関す

個人情報取扱事務の目的 る業務について指導及び連絡等の業務を行う職業能力開発協会の設立認

（根拠法令等） 可等を行うため。

（職業能力開発促進法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協会会員

個人情報の対象者 協会会員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 設立認可申請書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 認定職業訓練技能照査事務 １枚中 １枚

認定職業訓練を行う事業主等が実施する技能照査の的確性を判断する

個人情報取扱事務の目的 ため。

（根拠法令等）

（職業能力開発促進法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 合格者

個人情報の対象者 合格者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 技能照査合格者名簿

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 認定職業訓練補助金事務 ２枚中 １枚

認定職業訓練実施団体が実施する普通課程及び短期課程の職業訓練の

個人情報取扱事務の目的 受講者が助成の対象となるか確認するため。

（根拠法令等） （雇用保険法、職業能力開発校設備整備費等補助金交付要綱、認定職業

訓練事業費補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 普通課程訓練生、短期課程訓練生

個人情報の対象者 普通課程訓練生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■ 雇用保険番号等

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 普通課程訓練生名簿

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 認定職業訓練補助金事務 ２枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 普通課程訓練生、短期課程訓練生

個人情報の対象者 短期課程訓練生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■ 雇用保険番号等

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 短期課程訓練生名簿

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 全国障害者技能競技大会事務 １枚中 １枚

障害者の雇用の促進と地位向上を図るため、参加県代表選手を全国障

個人情報取扱事務の目的 害者技能競技大会の主催者に推薦するため。

（根拠法令等）

（全国障害者技能競技大会実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者

個人情報の対象者 応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 全国障害者技能競技大会推薦書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 委託訓練事務 １枚中 １枚

離職者等の再就職の促進を図るため、各技術専門校が民間教育訓練機

個人情報取扱事務の目的 関等に委託して、職業訓練を実施するため。

（根拠法令等）

（委託訓練実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 訓練生

個人情報の対象者 訓練生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 ■5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 受講希望者名簿、受講生名簿、修了生台帳、修了生就職状況、指導要録

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 職業訓練手当支給事務 １枚中 １枚

雇用保険の適用を受けることのできない求職者が公共職業能力開発施

個人情報取扱事務の目的 設で職業訓練を受講する場合、給付金の支給を行うため。

（根拠法令等） （雇用対策法、秋田県職業訓練手当支給規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課、各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受給申請者、資格認定者

個人情報の対象者 受給申請者、資格認定者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■ 成年被後見人 被保佐人 禁固以上の刑、 、

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 訓練手当等受給資格認定申請書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 職業訓練指導員試験事務 １枚中 １枚

職業訓練指導員に必要な技能、専門的知識及び指導方法に関する試験

個人情報取扱事務の目的 の実施のため。

（根拠法令等）

（職業能力開発促進法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■ ､ ､成年被後見人 被保佐人 禁固以上の刑

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 職業訓練指導員試験受験申請書、職業訓練指導員試験合格者名簿

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 職業訓練指導員免許交付事務 １枚中 １枚

職業訓練指導員の資格要件等に該当する者に対して、申請に基づき、

個人情報取扱事務の目的 職業訓練指導員免許証を交付するため。

（根拠法令等）

（職業能力開発促進法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■ ､ ､成年被後見人 被保佐人 禁固以上の刑

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 職業訓練指導員免許申請書、職業訓練指導員免許交付名簿

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 職業訓練指導員免許再交付事務 （ １枚中 １枚）

職業訓練指導員免許証を滅失・損傷した者又は氏名を変更した者に対

個人情報取扱事務の目的 し、申請に基づき免許証を再交付するため。

（根拠法令等）

（職業能力開発促進法施行規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 職業訓練指導員免許証再交付申請書、職業訓練指導員免許交付名簿

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 技術専門校訓練生中途退校者調査事務 １枚中 １枚

中途退校者の減員を把握し、今後の入校選考のあり方及び指導方法を

個人情報取扱事務の目的 検討するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課、各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 訓練生

個人情報の対象者 訓練生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ 、 ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 退校の理由等 退校後の状況

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 退校願、中途退校者調書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 技能者育成資金融資事務 ３枚中 １枚

技能者育成資金融資要件の有無を確認するため。

（厚生労働省能力開発課技能者育成資金融資事業実施要領）個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請者の家族、申請者の保証人

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

技能者育成資金融資要件確認書兼推薦書、技能者育成資金融資借入資格確認されている主な

表行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 技能者育成資金融資事務 ３枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課、各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請者の家族、申請者の保証人

個人情報の対象者 申請者の家族

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 申請者

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

技能者育成資金融資借入資格確認表されている主な

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 技能者育成資金融資事務 ３枚中 ３枚

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課、各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請者の家族、申請者の保証人

個人情報の対象者 申請者の保証人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 申請者

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

技能者育成資金融資借入資格確認表されている主な

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 入校選考事務 ３枚中 １枚

秋田県立職業能力開発校の訓練生の入校選考試験を行うため。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

（秋田県立職業能力開発校条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者、保護者、保証人

個人情報の対象者 受験者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 入校願書、調査書、合否判定結果一覧表、誓約書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 入校選考事務 （ ３枚中 ２枚）

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者、保護者、保証人

個人情報の対象者 保護者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 入校願書、誓約書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 入校選考事務 （ ３枚中 ３枚）

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者、保護者、保証人

個人情報の対象者 保証人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 誓約書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 指導要録作成事務 １枚中 １枚

訓練生の校籍並びに指導の過程及び結果の要約を記録し、訓練生の可

個人情報取扱事務の目的 能性、豊かな自己実現に向け、継続した指導、外部に対する証明等に役

（根拠法令等） 立たせるため。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 訓練生

個人情報の対象者 訓練生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 ■（インターン先企業

及び就職先企業）

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 身上調書、指導要録、訓練生名簿、身分証明書発行台帳、

されている主な 技能照査合格証書台帳、修了生名簿

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 訓練生災害傷害保険事務 １枚中 １枚

訓練生が、訓練中又は通校途上において生じた災害・傷病に対する補

個人情報取扱事務の目的 償手続を行うため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 加入者

個人情報の対象者 加入者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 加入申込書、加入者名簿

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 無料職業紹介事務 （ １枚中 １枚）

訓練生の就職促進を図るための無料職業紹介を行うため。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

（職業安定法、職業能力開発促進法関係通達「業務要領 ）」

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 訓練生

個人情報の対象者 訓練生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 求職票、就職相談票

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 技能講習事務 １枚中 １枚

労働安全衛生規則に基づく技能講習登録教習機関の講習実施、管理等

個人情報取扱事務の目的 を行うため。

（根拠法令等）

（労働安全衛生法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者

個人情報の対象者 受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 申込書、修了生台帳

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 技能講習修了証再交付書替事務 １枚中 １枚

技能講習修了証を紛失した者からの申請があった際に、再交付又は氏

個人情報取扱事務の目的 名変更による書換を行う事務。

（根拠法令等）

（労働安全衛生法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 再交付書替申請者

個人情報の対象者 再交付書替申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 再交付書替申請書、修了生台帳

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 受講証明書作成事務 １枚中 １枚

職業訓練を受けている受講指示者の関係書類を整備し、各公共職業

個人情報取扱事務の目的 安定所に届出するため。

（根拠法令等）

（雇用保険法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 雇用保険受給受講者

個人情報の対象者 雇用保険受給受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 公共職業訓練等受講届通所届、公共職業訓練等受講証明書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 技能追加習得訓練事務 （ １枚中 １枚）

地域企業のニーズに応えるため、在職労働者のレベルアップを支援す

個人情報取扱事務の目的 る技能追加習得コースを実施するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者

個人情報の対象者 受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 受講申込書、修了生台帳

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 授業料の減免事務 ２枚中 １枚

訓練生の授業料の減免に係る事務を行うため。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県立職業能力開発校授業料減免等取扱要綱）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課、各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請者の家族

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 授業料減免申請書

されている主な 家庭状況調書

行政文書の名称 授業料減免辞退届



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 授業料の減免事務 ２枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課、各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請者の家族

個人情報の対象者 申請者の家族

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 ■ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 ■ 申請者

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 授業料減免申請書

されている主な 家庭状況調書

行政文書の名称 授業料減免辞退届



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 授業料の前納事務 １枚中 １枚

訓練生の授業料の前納に係る事務を行うため。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県立職業能力開発校授業料減免等取扱要綱）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課、各技術専門校

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 前納申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

口座8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（

）情報

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 授業料前納申請書、授業料前納決定通知書、授業料還付申請書、授業料

されている主な 還付決定通知書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成２０年４月１日 開始(変更)年月日 平成２０年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 個別労働関係紛争のあっせん事件関係事務 １枚中１枚

秋田県労働委員会に委任している個別労働関係紛争のあっせん事件の

個人情報取扱事務の目的 処理について、その状況を把握する。

（根拠法令等） （個別労働関係紛争のあっせんに関する要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 あっせん申請者及び被申請者

個人情報の対象者 あっせん申請者及び被申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第６項第 号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 個別労働関係紛争のあっせん申請及び終結の報告、あっせん申請書の写し

されている主な

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成２５年 ５月２２日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 障害者職場実習促進事業事務 １枚中 １枚

障害者就業・生活支援センターが行う短期職場実習に係る手当支給の

個人情報取扱事務の目的 ため。

（根拠法令等）

（障害者職場実習促進事業実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 実習生

個人情報の対象者 実習生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

口座8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（

）情報

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 職場実習手当支給申請書、職場実習奨励金支給申請書

行政文書の名称



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県職員 職業訓練指導員 採用事務 １枚中 １枚

主に県立技術専門校に勤務し、訓練生に対して専門的な学科・実技の

個人情報取扱事務の目的 指導を行う職業訓練指導員の採用に係る資格調査及び選考試験を実施す

（根拠法令等） るため （職業能力開発促進法、人事委員会規則４－５（職員の任用 、。 ）

秋田県職員（職業訓練指導員）募集要項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 採用試験受験申込者

個人情報の対象者 採用試験受験申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ 顔写真

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県職員（職業訓練指導員）採用試験受験申込書、自己紹介書、作文試

されている主な 験採点表、職員採用履歴調書、前歴証明書、親族状況調査票、作文試験採点

行政文書の名称 表、口述試験採点表、適性検査・作文試験・口授試験採点結果



個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 雇用労働政策課組織の名称

登録年月日 令和２年５月１８日 開始(変更)年月日 平成２年５月１８日

（ ）個人情報取扱事務の名称 外国人材の受入れ・定着支援事業補助金 １枚中１枚

多様な人材の活躍による県内産業の活性化を図るため、外国人材の安

個人情報取扱事務の目的 定的な受入れ推進に向けた環境づくりを行う事業者や、外国人材の受入

（根拠法令等） れ拡大や活躍推進に向けた事業者への支援を行う団体等に対する助成を

行う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 雇用労働政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者、事業対象となる外国人材

個人情報の対象者 応募者、事業対象となる外国人材

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 補助事業応募書、補助金等交付申請書

されている主な

行政文書の名称



公営企業課



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 公営企業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ５月３１日

個人情報取扱事務の名称 秋田県職員（公営企業）の採用事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 秋田県職員（公営企業）の採用

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 公営企業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 採用予定者

個人情報の対象者 採用予定者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 ■ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 履歴書、健康診断書、採用予定候補者の提示について

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 公営企業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 ３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 ３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公営企業事業外資産の処分事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 事業外資産に係る売却契約の締結等

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 公営企業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 買受者、近傍地権者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ○○（財産名）処分関係

されている主な

行政文書の名称


